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2023/11/16 参議院厚生労働委員会議事録　 大椿ゆうこ分 

 

○大椿ゆうこ君　 立憲・社民会派、社民党、大椿ゆうこです。本日は質問の機会をいただき、どうもありが

とうございます。 

　 就職氷河期時代に社会に出、非正規労働を掛け持ちしながら暮らし、有期雇用を理由に雇い止め、

解雇に遭い、労働組合に加入し、労働委員会を中心に約四年間闘いましたが、職場に戻ることができな

かった当事者です。まさに、岸田首相が所信表明演説の中で述べたコストカット最優先の三十年間をも

がきながら生きてきた世代です。ロストジェネレーション、非正規労働者の私たちはずっと政治に絶望して

きました。政治の中で捨ておかれてきた存在といっても過言ではないでしょう。この場に立つことができた

首を切られた非正規労働者の当事者として、そんな人たちの声をしっかりと政治に届けていきたいと思っ

ています。 

　 十一月七日、御挨拶させていただいた武見大臣から、直接、正規雇用は国の方針でもあるからという

お言葉をいただきました。本来なら正規で雇うべき仕事を非正規で賄い、非正規を選んだのは自己責任

だと突き放し、いかに人を安く使うか、いかに簡単に首を切れるか、いかに闘う労働者の声を封じ込める

かということに費やされてきた日本の労働政策を改め、武見大臣始め、ここにいる委員の皆さんとともに、

労働者の使い捨てを許さない、そんな社会の実現のために私も努力していきたいと思います。 

　 そこで、武見大臣に質問です。 

　 十一月九日、なぜ一九九〇年以降、我が国で非正規雇用が拡大したのかという立憲・社民会派石橋

議員の質問に対し、女性の労働への参加、さらに健康な高齢者の参加といったようなものがあって、就労

参加が進む中で労働者のニーズにより増加してきた面があるとお答えになりました。あたかも女性が非正

規労働を望んだから非正規労働が増えてきたんだというように私たちには聞こえたんですね。 

　 大臣がイメージされている非正規雇用の拡大を求める女性とは一体具体的にどのような女性なのか、

大臣のイメージされた女性像をちょっとお話ししていただければと思います。大臣にお願いします。 

 

○国務大臣（武見敬三君）　 女性の就労参加が確かにここのところしっかりと進んでいて、非正規雇用労

働者、あっ、正規雇用労働者、非正規雇用労働者共に女性の就労者数が増加をしています。このうち、

非正規雇用労働者については、自らのライフスタイルに合わせてパートタイムを選択する方もいらっしゃ

います。そして、労働者のニーズにより増加した面もあると考えられます。 

　 具体的には、女性の非正規雇用労働者が非正規雇用を選んだ主な理由としては、自分の都合の良い

時間に働きたいからというふうにお答えになった方が約四割、あっ、約三割と最も多くなっております。そ

れから、家計の補助、学費等を得たいから、それから家事、育児、介護等と両立しやすいからという理由

が続いております。 

　 そしてまた、一方で、正規の職員、従業員の仕事がないからという理由で非正規雇用を選んでいるい

わゆる不本意非正規労働者の女性も確実にいらっしゃいます。その割合は減少傾向にあって、二〇一

三年の一四・一％から二〇二二年には七・七％になっております。 

　 この非正規雇用労働者の多様な実態もしっかりと踏まえながら、特にこの不本意で非正規雇用労働者

になっている方々の対策は、これは着実にしっかりと進めていかなきゃいけないなと考えます。 

 

○大椿ゆうこ君　 大臣の方から不本意で非正規労働者になっている人たちがいるという発言が出たこと

は一定評価させていただきます。 

　 非正規労働者の数は約二千百万人、男性の約二割、女性の六割に近い労働者が非正規で働いてい
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ます。非正規で働いている女性たちの背景は様々であるということを改めて大臣に理解していただきたい

んです。結婚をし、主な家計の収入を夫が担い、家事や育児や介護を中心的に女性が担いながら、年

収の壁の範囲内で家計補助的に働いている女性というのはもう旧態依然となっているのではないかと思

います。就職氷河期で正規の仕事がなかった、一度非正規になったら正規の仕事を得るのは難しかっ

た、病気や障害で長時間の労働が難しい、シングルマザーや学生、様々な背景があります。私を含め、

正規で働きたいと切望しながら不本意にも非正規労働で働いてきた人たちがいます。また、年収の壁が

あるために正規で働きたくても非正規でしか働けないという方も多いでしょう。それを純粋に女性のニー

ズ、労働者のニーズと言い切れるでしょうか。 

　 私は、政治は労働者のニーズという言葉で都合よく言い換えてきたのではないかというふうに思ってい

ます。非正規雇用の拡大は、女性たちのニーズではなく、構造改革の名の下、労働者派遣法を規制緩

和し、女性を安価で使い捨て可能な労働力として扱ってきた政府、企業等の政策の誤りではないでしょう

か。まずはそこの反省に立たなければ、非正規雇用の拡大も、そして少子化に歯止めを掛けることもでき

ないと私は思っています。異次元の少子化対策は異次元の雇用対策、これしかないと私は考えていま

す。 

　 二ページからの資料は、後ほど、皆さん、お時間あったらお読みください。約四十年後には、就職氷河

期世代を含めた六十五歳以上の単身女性のおよそ半数、約二百九十万人が生活保護レベル以下の収

入になるという調査もあります。非正規問題を放置することは、将来の社会保障制度の破綻につながりま

す。 

　 大臣、女性非正規労働者、様々な立場の人たちがいらっしゃいます。その認識を既にお持ちいただき

だとは思いますけれども、引き続き非正規雇用の問題の解決に向けて共に頑張っていければと思ってい

ますので、よろしくお願いいたします。 

　 それでは、次の質問に移らせていただきます。労働委員会の救済制度が形骸化しているという問題に

ついて、本日はお尋ねさせていただきます。 

　 労働委員会における不当労働行為救済制度は、憲法二十八条が定める労働基本権保障を担保する

上で極めて重要な役割を持っています。不当労働行為救済制度の核心は使用者の不当労働行為で生

じた団結権侵害の早期原状回復にありますが、労働委員会の審査、命令の運営の現状を見てみると、労

働者や労働組合の期待を裏切る事例が少なくありません。 

　 資料の十ページを御覧ください。 

　 大阪のナニワ生コン事件では、大阪府の生コン製造販売業者であるナニワ生コン株式会社及び浪速

建資産業が二〇一八年に労働者を懲戒解雇し、団交拒否を、団体交渉も拒否した件で、大阪府労働委

員会が二〇二〇年九月付けで救済命令を出しました。一、二名の懲戒解雇の取消しと現職相当職への

復帰、二、団体交渉応諾、三、ポストノーティス、つまり謝罪文の掲示ですね、というものでしたが、両社は

命令を不服として再審査を申し立て、団交実施と初審命令履行をかたくなに拒否し続けてきています。 

　 二名の労働者は、解雇から丸五年、解雇無効の初審命令を受けてからでも丸三年経過がしても、不

利益が回復されない状態が現在も続いています。 

　 資料九ページ、下線を引いているＱ十五を御覧ください。これ、厚労省のホームページなんですね。 

　 本来、都道府県労働委員会が不当労働行為を認定し、救済命令が発出された場合、その命令は命令

書の交付の日から効力を生じ、労働組合法二十七条十二の４、使用者は遅滞なくその命令を履行しなけ

ればならない、労働委員会規則四十五条の一、とされています。 

　 使用者が不服な点があれば中央労働委員会に対して再審査を申し立てることができますが、申立て

は当該命令の効力を停止せず、停止せずです、再審査の結果、これを取り消し、又は変更したときにそ

の限り効力を失う、労働組合法二十七条十五、とされています。また、裁判所への処分の取消しの訴え
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の提起は、処分の効力、処分の執行又は手続の続行を妨げない、行政事件訴訟法二十五条、とされて

おり、使用者が救済命令に不服があったとしても、まずは初審命令を履行する必要があると、厚生労働

省のホームページに書かれています。 

　 しかしながら、先ほど事例に挙げたナニワ生コン事件でも、不履行に対して罰則規定がないことを言い

訳にして、大阪府労働委員会は放置し続けたままです。不当労働行為を行った使用者に命令を履行し

ろと再度働きかけることもありません。 

　 大臣、大臣にお尋ねします。労働委員会の命令というものは公定力があるのではないでしょうか。それ

を守らないというのは違法ではないでしょうか。お答えをお願いします。 

 

○国務大臣（武見敬三君）　 都道府県の労働委員会が出す救済命令でございますが、使用者は交付を

受けたときから遅滞なく命令の内容を履行しなければならないとされておりますが、使用者が中央労働委

員会に再審査を申し立てた場合や裁判所に取消し訴訟を提起した場合など、命令が確定する前の段階

において罰則により履行を強制することは難しいと考えております。 

　 一方で、不当労働行為の申立てのうち、和解も含めれば八割程度はこの都道府県の労働委員会の段

階で終結をしております。しかし、こうした、それに該当しないケースというものもあるわけであります。 

　 引き続き、労働委員会において、こうした課題についても適切な審査が行われ、円滑にその調整がで

きるように努力を継続していきたいと思います。 

○大椿ゆうこ君　 このような労働委員会命令の不履行というのは、私は、不当労働行為制度、不当労働

行為審査制度の労働委員会の存在意義そのものの問題に関わるというふうに思っているんです。大臣、

その辺り、どのように真剣に受け止めていらっしゃるでしょうか。 

 

○国務大臣（武見敬三君）　 ただいま申し上げたとおり、実際にこの労働委員会での結果について、そ

れを不服として中央の労働委員会に再審査を申し立てたり、さらには裁判所に取消し訴訟を起こしたとい

うような場合については、命令が確定する前の段階において、罰則によりこの履行を強制するということは

労働委員会の立場からは難しいと、こう考えているわけであります。 

 

○大椿ゆうこ君　 しかしながら、厚労省が作っているホームページに、「裁判所に取消訴訟を提起したと

しても、初審命令の効力は停止しないため、使用者は初審命令を履行する必要があります。」というふう

に書いてあることは、厚労省のホームページに書いてあることは念を押しておきます。 

　 それでは、もう一つの事例を挙げます。資料十三ページを御覧ください。藤原生コン運送事件につい

てです。 

　 大阪府の生コン運送事業者の藤原生コン運送株式会社による労働者五名の雇い止め、解雇及び団

体交渉拒否について、大阪府労働委員会が二〇二〇年二月二十五日付けで、一、雇い止め、解雇の

無効と就労回復、二、解雇期間中のバックペイ、三、団交応諾、四、ポストノーティスを命じました。これに

対して、同社が中央労働委員会に再審査を申し立てたところ、再審査は二〇二一年十一月三十日に結

審をし、中労委は、審査計画書において、命令交付時期を結審後六か月以内と定めていました。ところ

が、結審から丸二年を経過した現時点でも中労委命令は交付されていません。一体、中労委はこの二年

間何をやっているんでしょうか。 

　 ここでも、労働者五名の解雇という最も重い団結権侵害の不利益が丸五年の間回復されない状態が

続き、中労委が使用者の不当労働行為のやり得、やり逃げに加担しているとも言える事態が起きていま

す。つまり、結果として、所管である厚生労働省も不当労働行為に加担し、紛争を拡大、長期化させるこ

とに力を貸し、自らホームページにも書いてある審査計画、そういったものの価値を下げ、労働委員会命
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令の価値を自ら引き下げていると私は考えています。 

　 厚労省が自ら立てた審査計画にも背く労働委員会の状況は速やかに改善する必要があると考えます

が、大臣の見解をお尋ねするとともに、これ、やっぱりホームページに厚労省が書いているんですから、

実効性のあるものにする必要があるのではないでしょうか。これからの具体策について、大臣、お答えく

ださい。 

 

○国務大臣（武見敬三君）　 労働委員会における不当労働行為事件の審査の迅速化は極めて重要だ

と認識をしております。そのために、労働委員会においては、審査期間の目標設定や当事者間の和解に

よる解決の促進等の措置を講じているところでございます。 

　 そして、先ほどの件に関しては、その罰則規定を置いて、より法執行機能の強化を図れという御趣旨だ

ったと思います。それが果たして、罰則規定を置いて、それを強制化することというところまで果たして持

っていけるかどうか、その点に関わる議論をもう少し、きちんと実態をも把握しながら進めていくことが必要

で、現状では、まだその罰則規定を置くというようなところまでの我々の立場ではないことは申し上げてお

きたいと思います。 

 

○大椿ゆうこ君　 罰則規定は、一つ検討すべき課題であると思います。罰則規定がないからこそ、労働

委員会の命令なんて守らなくていいんだ、守らなくたって何も文句言われないんだ、不当労働行為やり

放題だ、そう思っている使用者を生み出し続けています。 

　 私が所属していた大阪教育合同労働組合、ここは、橋下徹さんが大阪府知事そして大阪市長時代、

五年間にわたって非常勤講師、常勤講師の次年度継続雇用に関する団体交渉を拒否し続けてきまし

た。弁護士で、なおかつ自治体の首長であり、そして大阪府労働委員会を所管しているその人が、労働

委員会命令で団交拒否は不当労働行為だという命令を受けても、ずっとそれを履行せず、中央労働委

員会、行政訴訟、府民の税金を使って闘い続け、結果、最高裁で大阪府そして大阪市、これの不当労働

行為が認められました。 

　 こういうことを、結果として罰則規定がないということで、厚労省がホームページにも書いてある、履行し

なければいけないと書いてあることを守らせないことによって、弁護士、首長、こういう人までが不当労働

行為、この命令を履行しないということをやっているわけです。この事態をやはり厚労省は深刻に受け止

めるべきです。そこでやり過ごしているがために履行をしない、不当労働行為を行う企業をのさばらせて

いるというふうに私は考えます。 

　 今回事例に挙げた二件、全日建、建設運輸連帯労働組合、連帯ユニオン関西生コン支部の事件で

す。今年七月二十四日から八月四日にかけ、国連ビジネスと人権作業部会がジャニーズ性加害問題等

の調査に来られました。その際、この連帯ユニオン関西生コン支部も訪れ、調査を行ったことを御存じで

しょうか。不当労働行為が長期にわたって放置されている。それ以前に産業別労働組合への不当な弾圧

が行われているということに対し、国連も非常に強い問題意識を持っています。 

　 不当労働行為のやり得、やり逃げ、こういう状況を改善するために、是非、武見大臣、引き続き、この問

題について徹底した議論を重ねていただくとともに、善処していただくことを強く求めます。 

　 二〇〇三年までには、この労働委員会の運営をどうやるかという検討会が開かれていたと思います。

それが現在は行われていない。その結果、このような命令を履行しないということが横行しています。改め

て検討会を開き、厚生労働省がホームページに書いてあるあのやり方をきちんと履行するために、やるた

めに、実行するために何ができるのかということを具体的に検討していただければと思います。そのことを

強くお願いし、今日の質問を終わります。 

 （212-参-厚生労働委員会-003号 2023年11月16日(未定稿） 


